
綾瀬市障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置実施要綱 

 (趣旨) 

第１条 この要綱は、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第２１条の６、身体障

害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第１８条第１項若しくは第２項又は知的障

害者福祉法(昭和３５年法律第３７号)第１５条の４第１項若しくは第１６条第１項

第２号のやむを得ない事由に基づく措置(以下「措置」という。)を行うために必要

な事項を定めるものとする。 

 (対象者等) 

第２条 措置の対象者(以下「対象者」という。)は、やむを得ない事由により、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律(平成１７年法律第１２３号)第

５条第１項に規定する障害福祉サービス又は児童福祉法第２１条の５の２に規定す

る障害児通所支援（以下「サービス等」という。）を利用することが著しく困難で

あると認める者とする。 

２ 前項のやむを得ない事由とは、次に掲げる場合とする。 

(1) サービス等に係る給付を受けることができる者が、サービス等の提供事業者 

(以下「事業者」という。)と契約してサービス等を利用し、又はその前提となる

支給申請を期待し難いことによりサービス等を利用することが、著しく困難であ

ると認められる場合 

(2) 家族等の養護者から虐待を受け、当該養護者による虐待から保護される必要が

あると認められる場合 

(3) その他市長がやむを得ない事由があると認める場合 

  (調査及び措置の決定) 

第３条 市長は、対象者であると見込まれる者を発見し、又は関係機関、本人等から

通報若しくは届出を受けた場合は、直ちに対象者の実態を調査しなければならない。 

２ 市長は、前項の実態調査の結果を基に、次に掲げる事項を総合的に勘案して措置

を決定するものとする。ただし、知的障害者福祉法第１６条第１項第２号の規定に

該当する場合であって、医学的、心理学的及び職能的判定を必要とする場合には、

同法第１６条第２項の規定に基づき、あらかじめ、知的障害者福祉法第１２条に規

定する知的障害者更生相談所の長に、次に掲げる事項について判定を求めなければ

ならない。 

(1) 対象者の意思と尊厳 



(2) 対象者及び養護者等の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境 

(3) その他対象者及び養護者等の福祉を図るために必要な事情 

３ 市長は、措置をすることを決定した場合は、措置決定通知書(第１号様式)により

対象者に対し通知するものとする。 

(事業の委託) 

第４条 市長は、措置を決定した場合は、措置委託通知書(第２号様式)により事業者

に通知し、サービス等の提供を委託することができるものとする。 

(費用の支弁) 

第５条 市長は、やむを得ない事由による措置を行った場合の単価等の取扱いについ

て(平成１８年１１月１７日付け障障発第１１１７００２号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部障害福祉課長通知。以下「単価等の取扱い」という。)の規定に基づ

き費用を算定し、措置に要する費用を支弁するものとする。 

(費用の請求) 

第６条 事業者は、措置に要する費用を措置費請求書(第３号様式)により、市長に請

求するものとする。 

(費用の徴収) 

第７条 市長は、前条の規定により費用を支弁した場合は、単価等の取扱いに基づき、

当該措置を受けた者又はその扶養義務者から、利用者負担額を徴収するものとする。 

(措置の変更及び解除) 

第８条 市長は、措置を変更又は解除したときは、当該措置を受けた者に対しては措

置解除(変更)通知書(第４号様式)により、当該事業者に対しては措置委託解除(変

更)通知書(第５号様式)により、それぞれ通知するものとする。 

(成年後見制度の活用) 

第９条 市長は、対象者がサービス等の利用に関する契約を行うことができるように

するため、特に必要があると認める場合は、知的障害者福祉法第２８条に規定する

審判を請求するなど、対象者が民法(明治２９年法律第８９号)に規定する成年後見

制度を活用できるように援助するものとする。 

(委任) 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年７月２９日から施行する。



第１号様式（第３条関係） 

 

措置決定通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

綾瀬市長        □印  

 

 障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置について、次のとおり決定し

ましたので通知します。 

利用事業  

利用期間 年  月  日から  年  月  日まで 

利 用 者 

氏名 

 

     年  月  日生 （満  歳） （男・女） 

居住地等 

住所 

 

連絡先電話番号 

利 

用 

先 

所在地 
  

名 称   

利用者負担金 

対 象 者 
月額 

円 
階層区分 

  

扶養義務者 
月額 

円 

  

備  考 
  

 



第２号様式（第４条関係） 

 

措置委託通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

綾瀬市長       □印     

 

 障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置について、次のとおり決定し

ましたので委託します。 

委託事業  

委託期間 年  月  日から  年  月  日まで 

利 用 者 

氏名 

 

       年  月  日生 （満  歳） （男・女） 

居住地等 

住所 

 

連絡先電話番号 

委 

託 

先 

所在地   

名 称   

委 託 費 用 国の単価等の取扱いによる。 

利用者負担金 

対 象 者 
月額 

円 
階層区分 

  

扶養義務者 
月額 

円 

  

障害の状況   

備  考   



第３号様式（第６条関係） 

 

措置費請求書 

 

年  月  日  

 

 （宛先）綾瀬市長 

 

所在地                

事業所名                

                                           代表者名        ○印     

 

 障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置費として、次のとおり請求し

ます。 

 

金           円 

（   年  月利用に係る介護給付費等として） 

内訳については、別紙請求明細書のとおり 

 

口

座

振

込

依

頼

欄 
銀行 

信用金庫 

信用組合 

農協 

本店 

支店 

支所 

出張所 

種目 １ 普通 ２ 当座 ３ その他 

口 座 番 号 

金融機関コード 店舗コード 
        

       

フリガナ  

口 座 名 義 人  

 

 

 



第４号様式（第８条関係） 

 

措置解除（変更）通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

綾瀬市長            □印     

 

 障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置について、次のとおり解除（変

更）しましたので通知します。 

利用事業 
  

利 用 者 

氏名 

 

 

    年  月  日生 （満  歳） （男・女） 

決定内容 

解除 （解除理由               ） 

 

変更 （変更理由               ） 

利 

用 

先 

所在地 
  

名 称 
  

解除 （変更） 日 

  

備 考 

  

 



第５号様式（第８条関係） 

 

措置委託解除（変更）通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 

綾瀬市長            □印     

 

 障害福祉サービスに係るやむを得ない事由による措置の委託について、次のとおり

解除（変更）しましたので通知します。 

委託事業 
  

利 用 者 

 

氏名 

 

    年  月  日生 （満  歳） （男・女） 

決定内容 

解除 （解除理由              ） 

    

変更 （変更理由              ） 

委 

託 

先 

所在地 
  

名 称 
  

解除 （変更） 日 

  

備 考 

  

 


